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第１章　企画調査の背景

１－１　キルギスにおける障がい者の課題

　キルギス共和国（以下、「キルギス」と記す）には、約11万人の障がい者が存在し、近年の厳

しい経済状況の下、政府からの支援を十分受けられず、その生活水準は低下の一途をたどってい

る。ソ連時代から政府の障がい者支援体制は脆弱であり、障がい者は社会的に疎外された存在で

あった。現在においては、ソ連時代には少なくとも確保されていた国家からの障がい者手当の支

給額すら減少する一方、障がい者に対する福祉サービスの質も更に低下している。サービスの問

題は、障がい者認定の方法や企業の障がい者雇用割り当て制度から始まり、リハビリテーション・

センターや特殊教育学校など障がい者サービスの基本的な機関の絶対量の不足、専門知識を有し

たソーシャル・ワーカーや養護教員の不足、また車椅子や義肢など障がい者用器具の供給を担う

機関の供給能力低下、障がい者の社会参加への一般市民の理解と認識の不足、障がい者が自分た

ちの状況を変革するための障がい者自助団体の未発達さ、など多岐にわたり、これら諸問題が障

がい者の社会進出を阻害する要因となっている。キルギスにおいて障がい者支援が進んでいると

いわれる首都ビシュケクでも、障がい者に対するサービスは決して十分とはいえない状態であり、

地方の障がい者は更に厳しい生活を強いられている。

１－２　障がい者の課題に対するキルギス政府等の取り組み

　2001 年に策定されたComprehensive Development Framework（CDF）やNational Poverty Reduction

Strategy（NPRS）のなかで、「障がい者の社会的統合」が謳われており、大統領府下に「障がい

者支援委員会」という労働社会保障省、保健省、教育科学青年政策省などの関係省庁及び４つの

障がい当事者NGOによって構成される組織が結成され、障がい者支援国家プログラムが制定さ

れたものの、政府の財政難のためその実施は不十分なまま2004年に終了した。現在の障がい者支

援の主体は現地NGOであり、他ドナーや政府からのわずかな支援によって、細々とその活動が

行われている。最近になって、障がい当事者たちが集まり、全国レベルの障がい者NGO連盟を

結成しようとする動きがあり、障がい者も政府に自分たちのニーズを届かせようとする気運が高

まってきている。2004 年には State Baseline Program of Integration and Rehabilitation of Disabled

People for 2004-2007が制定され、上記施策の実行可能な部分が2006年には“Complex of Govern-

mental Measures for Supporting Disabled People through years 2006-2010”が議会によって採択さ

れる予定であり、採択後、2007 年から実施される。

１－３　2004 年以後のキルギス政府と障がい者NGOの活動

　2004年、JICAの障がい者支援の企画調査員が派遣され、APCD（アジア太平洋地域聴覚障害問

題会議）のリソース・パーソンで、DPI（障がい者インターナショナル）のアジア太平洋地域

（DPIAP）事務局長であるトッポン・クルカンチット氏を招き、労働社会保障省そしてJICAと日

本センターの共催で「全国障がい者フォーラム」を開催した。そのフォーラムで①キルギスの障

がい当事者が障がい者の状況を改善していく中心になること、②リハビリの専門職は障がい者の

選択の自主性を尊重し、支援者として専門性を発揮することが求められている、という２点が

トッポン氏によって提言された。参加者は障がい者が自分たちの生活改善と社会参加への変革の

主体的な担い手になる能力があることをトッポン氏の交流によって実感した。そして障がい者は
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自分たちの目標であるビワコ・ミレニアム・フレームワークのスローガン“Right Based Inclusive

Barrier Free Society”／「権利に基づいたバリアーフリーでインクルーシブな社会」のキルギス

での実現のためには障がい者の統一した要求を掲げる「全国障がい者NGO連盟」の結成が不可

欠であることを認識した。この「全国障がい者フォーラム」を受けて、障がい当事者団体が「全

国障がい者NGO連盟」の結成を呼びかけ、そのためのワーキング・グループが結成され、定期

的に会議がもたれるようになった。しかし、障がい者団体間の様々な利害関係による軋轢により、

ワーキング・グループの会合は開催されなくなり、全国障がい者NGO連盟結成の活動は止まっ

たままである。

　2004年のAPCDの開所式にはAPCDの政府機関のフォーカル・ポイントとして、労働社会保障

省の上部機関である首相府の政府関係者が参加した。そして、2004 年にベトナムで、2005 年に

パキスタンで開催された APCD と DPI、及び開催国主催の「障がい者トレーニングコース」

（Capacity Building of Self Help Orgnization of Disabled People：CBSHOD）にはワーキング・グ

ループのメンバー各１名が参加した。

１－４　キルギス政府からの障がい者自立支援分野の案件要請

　2004年の障がい者フォーラムの開催を受けて、リソースセンターの開設と障がい当事者NGO

（Selef Help Group of Persons with Dsiability）のキャパシティ・ディベロップメントを通しての

全国障がい者連盟の設立支援という、障がい当事者エンパワメントに焦点をあてたキルギス障が

い者自立支援体制の基礎構築に係る協力が平成16年度にキルギスから要請された。また、政府の

障がい者自立支援体制の強化についての助言・指導、非障がい者を対象とし啓発活動支援など、

協力障がい当事者のエンパワメントと同時に障がい者の社会へのメインストリーミングを促進す

る環境整備に関する協力も要請に含まれていた。

　2004年の要請の内容である「障がい者のリソースセンター開設を通しての障がい者のエンパワ

メント」は上記“Complex of Governmental Measures for Supporting Disabled People through years

2006-2010”のなかに、JICA による障がい者自立支援のプロジェクトが開始されるのを期待し、

組み込まれている。

１－５　キルギスにおける他の案件との連携の可能性

　キルギスの障がい者リハビリ分野の改善を草の根レベルで取り組み始めたところであり、作業

療法士、理学療法士、養護教員などのボランティアを派遣中若しくは要請中であり、派遣された

青年海外協力隊（JOCV）は各施設でよく適応し、活発に活動しており、今後開始されるJICAの

障がい者自立支援のプロジェクトとの連携によってより多くの成果が期待できる状態にある。

　2004年草の根無償資金協力では、老朽化した障がい者施設改修を実施している。また、日本セ

ンター（KRJC）においても聴覚障がい者対象のコンピュータクラスを開講し、国立 ITセンター

では車椅子用のスロープの設置と車椅子使用トイレへの改修を行い、障がい者と非障がい者が一

緒に学ぶ環境整備が行われ、初心者普通コースに障がい者を無料で試験的に受け入れ、プロジェ

クト終了後も継続的に障がい者を受け入れることができるように、奨学金を提供できる基金の設

立を模索中である。

　以上より、今回の「障がい者リソースセンターを通した障がい当事者団体のキャパシティ・

ディベロップメントと障がい当事者のエンパワメント」のプロジェクトは日本センター、国立IT
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センター、JOCV 活動との連携が可能である。

１－６　障がい者自立支援と貧困削減

　近年、世界銀行、アジア開発銀行なども障がい者支援分野に重点を置き、障がい当事者をエン

パワメントする支援を展開している。また、ヨーロッパの障がい関連団体の連合体であるIDDC

（International Development Disability Consortium）の調査によると、

①　世界保健機関（WHO）の推計によると途上国人口の 10％が障がい者であるといわれてい

るが、最貧困層の障がい者の率は 16％に達するとみられる。

②　障がい者のもつ様々なニーズは彼らの住むコミュニティで80％は充足することができ、20％

は外部からの支援やレファラルが必要である。

③　コミュニティでの障がい者（児）への支援がない場合、障がい者（児）とその家庭は障が

い者（児）の世話のために仕事が制限されたり、障がいの回復を求め効果のない医療へ支出

したりすることによって貧困がより悪化する。

　この状況の改善に向けての貧困削減における障がい者支援の重要性が述べられている。そして、

途上国では事故や疾病により障がい者になる確率は、安全ではない交通手段、医療の不備により

日本と比べてはるかに高い。これらの観点からも貧困削減において障がい者支援の意味は大きい。
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第２章　キルギス政府の障がい者政策

２－１　 2004 年までに達成された課題

　1999年に「障がい者支援国家プログラム」が施策として制定された。このプログラムのなかか

ら実施可能で重要であるとして絞り込まれた課題が、2004年までに達成する課題である「開発促

進活動マトリックス」として 2003 年に発表された。

　2004 年時に達成されたのは

①　目標数の車椅子の配布

②　タラスでの障がい者と高齢者用のナーシング・ホーム付属のリハビリテーション・セン

ターの開設

これら２点である。

　他の計画は予算の裏づけが乏しく達成されなかったものが多い。配布された車椅子のほとんど

はアメリカ合衆国のキリスト教系団体から寄付されたもので、キルギス政府が資金を出し国内の

業者に製作させたものはわずかである。

２－２　新しい障がい者施策

２－２－１　State Baseline Program of Integration and Rehabilitation of Disabled People for 2004-2007１

　この法令は2004年から2007年までの障がい者の社会統合とリハビリテーションための国家

の基本的な施策として承認された。

首藤めぐみ企画調査員（貧困削減分野）報告書より（2003年）

内　容

身体障がい者用リハビリテー

ションセンターを開設する。
2003年 オシュ州、ナリン州
2004年 ジャララバード州、
2005年 イシククリ州、タラス州

車椅子を必要とする障がい者の

ニーズを満たす。

障がい者の社会進出及び教育・医
療などの社会サービスの拡充を
推進する。

マスメディアを通じて法案を練

る。

表－１　開発促進活動マトリックス

担当機関

労働社会保障省、

地方自治体、NGOs

労働社会保障省、

NGOs

NGOs 、労働社会
保障省、教育文化
省、保健省

NGOs、法務省、共

和国議会

実施時期

2003

～ 2005

2003

～ 2005

2003

～ 2005

2003

期待される効果

障がい者に対する社会保護体

制を改善する。

障がい者へ車椅子を供給する。
2003 年までに770 名、2004 年
までに921 名、2005 年までに
1,115 名に供給する。

障がい者が政治的、経済的、
社会的活動に参加できるよう
になる。

障がい者が政治的、経済的、
社会的活動に参加できるよう
になる。

１ 付属資料１．、２．、３．参照
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　首相府による布告　2004 年８月９日　No.583

　キルギス共和国　首相　N. Tanaev

（1）施策の目標

・医療、職業、社会リハビリテーションの実施できるリハビリテーション・センターを建

設すること

・リハビリテーション・センターでの新しいプログラムを発展させること

・リハビリテーション施設の職員をトレーニングする

・障がい者へのバリアーフリーの状況を促進すること

・リハビリテーションの施策として障がい者への保健、社会保障、教育、労働、スポーツ

のシステムを増やす

・移動が困難な障がい者のニーズを把握し、バリアーフリーに建物を改築すること

（2）キルギスの障がい者に関する問題点として

　2002 年の調査によると、人口の２％が障がい者であり、16 歳以下の子どもの１％が障

がい者である。1990 年から 2002 年の間では障がい者の数は統計上減少しているが、今後

増える可能性が高い。

　増える可能性の要因としては

・経済的発展があまり期待できないこと

・政府が適切な医療を提供できないこと

・リハビリテーション・センターを建設する資金がないこと

・地方で医療資源が乏しいこと

　その他の問題点としてリハビリテーション専門職、情報、財源、障がい者雇用、一般教育、

手当の支給などの施策が障がい種別によってバラバラであること、等があげられている。

　労働社会保障省が作成し、2004 年８月に首相府から発表された上記施策は

１． Organizational Measures

２．Improving the Normative Legal Base

３．Medical Rehabilitation

４．Social Rehabilitation

５．Professional Rehabilitation

６．Development of a Network of Rehabilitation Institutions

７．Insuring Accessibility for Persons with Disability

８．Creating Conditions for Barrier-free Public Transport

９．Development of Technical Devices for Persons with Disability

10．Creation Conditions for Accessible Communication, Living Conditions and Recreation

　of Persons with Disability

11．Personal Provisions

12．Provision of Information and Methods of Rehabilitation

13．Development and Improvement of Governmental Medico-Social Expertise Service

以上、13 課題 94 項目の膨大、多岐にわたる課題が並んでいる。
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（3）施策の内容

１．Organizational Measures

・海外からの経験の応用

・障がい者のニーズに基づき、彼らが社会参加できるためのリハビリテーションと器具

の提供

・キルギスにおける今までの蓄積された経験を応用する

２．Improving the Normative Legal Base

・現在までの障がい者に関する法律や規則を吟味する

・障がい者が働くための法律の整備

・障がい者の経済的立場を守るための法律の整備

・障がい者への航空券代の割引の検討

・障がい者にアクセシブルな建物を提供しない事業所への罰則の検討

・障がい者手当の条例の変更

３．Medical Rehabilitation

・障がい者への医療の提供の充実

・障がい者へのリハビリテーションと様々な器具の提供

・障がい者への義肢の提供

・精神障がい者へのリハビリテーションの提供

・障がい者、高齢者、心筋こうそくと心臓手術を受けた患者へリハビリテーションの提供

・障がい者の結核患者への医療予防施設でのリハビリテーションの提供

・医療予防施設において、リハビリテーション機器、作業療法士、心理士、ソーシャル・

ワーカーの強化

・州病院におけるリハビリテーション部の設置

・施設におけるトイレを障がい者が利用できるようにする改修

・誕生前から障がいを予防するための教育を実施するための施策の制定

・全国６か所のサナトリウムでの障がい者へのリハビリテーションの実施

４．Social Rehabilitation

・医療社会リハビリテーションによる障がい者の自立のためのトレーニングの実施

・聴覚障がい児、視覚障がい児の教育のための予算措置

・若い障がい者が社会で適応できるようにするための教育施設の建設

・社会リハビリテーションと障がい者の社会統合のための施策の策定

・せき髄損傷者のための総合的なリハビリテーションの文献の提供

・障がい者のためのスポーツセンターの開設

・医療社会リハビリテーション・センターの開設

・ 重度障がい者のためのボランティアの提供

・身体障がい者のためのインターネットクラブの開設

・NGO、地方政府の協力で結核をもつ障がい者のためのアパートの建設
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・結核をもつ障がい者が治療中も働ける場所の提供

・障がい児を支援する基金の設立

・学校に行っていない子どもの調査

・普通学校の教員が障がい児を教えることができるようにトレーニングする

・障がい児が普通学校へ通えるようにする

・障がい児がインフォーマル、又は伝統的な教育にインターネットなどを使ってアクセ

スできるようにする

・心理医学教育学の相談を州レベルで再構築する

５．Professional Rehabilitation

・雇用のためのデータベースに障がい者が含まれ、仕事を見つけられるようにする

・事業所は失業している障がい者への就労をサポートする

・障がい者の起業の支援

・内職のためのスキルのためのプログラムの開発

・失業中の障がい者への相談の提供

・障がい者への職業訓練

・特殊教育の施設での障がい者への職業訓練の提供

・教育を受けた障がい者への高等教育プログラムの提供

・障がい者が普通学校、大学で学ぶための予算的、技術的なサポート

・国立障がい者職業訓練学校の開設

・障がい者の雇用と職業訓練のためのデータベースの開発

・失業障がい者のデータの収集と分析

・1990 年代（旧ソ連時代）の障がい者の保護作業所の再建支援

・身体障がい者が働く場を見つけるための支援

・精神障がい者のワークショップの再建

６．Development of a Network of Rehabilitation Institutions

・医療の専門家のいるリハビリテーション病院の建設

・精神障がい者のための総合的な医療と職業のためのリハビリテーション・センターの

開設

・一般小中学校のアクセシビリティと質のコントロール

・就学前の障がい児の施設に訓練器具の整備

・イシクルにあるリハビリテーション・センターの維持

７．Building and equipment of existing objects of social infrastructures for insuring

accessibility to PWD and immobile groups of population of KRI

・公的な建物をバリアフリーにする

・ホテルの部屋を車椅子が使えるようにする

・建物の入り口にスロープを設置する
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８．Creating Conditions for Barrier-free Public Transport

・公共交通をバリアフリーにする

・障がい者の利用する施設へバリアフリーの乗り物で行けるようにする

・マナス空港をバリアフリーにする

・駅やバスステーションをバリアフリーにする

・バスストップの表示を障がい者（視覚障がい者？）に利用できるようにする

・視覚障がい者のために音の出る信号を設置する

・ビシュケク市内のミニバスの数台にリフトを装備する

９．Development of Technical Devices for Persons with Disability

・新しい形の車椅子、その他の障がい者のための器具の生産をする

・障がい者のための日常生活用具を提供する

・ワークショップ（保護作業所？）

10．Creation Conditions for Accessible Communication, Living Conditions and Recreation

of Persons with Disability

・手話通訳をテレビ番組に取り入れる

・教育、科学番組に字幕を入れる

・障がい者のための憩いの場をイシククリのホテルなどに設置する

・障がい者が公衆電話を使えるようにする

11．Personal Provisions

・医療、職業、教育のリハビリテーション専門家を養成する

・障がい者へのリハビリテーションのセミナーを開催する

・医療社会リハビリテーションに関する学会を開催する

・医療社会リハビリテーションの教育を中程度教育を受けた人に実施する

・リハビリテーション施設同士で競争をする

・ソーシャル・ワーカーその他の専門職のコースを設置する

・作業療法を医学学校に取り入れる

・ビシュケク人文大学のソーシャル・ワーカーの学科を発展させる

12．Provision of Information and Methods of Rehabilitation

・医療社会リハビリテーション専門家のための場所を確保する

・科学的教育的リハビリテーションの研究を行う

13．Development and Improvement of Governmental Medico-Social Expertise Service

・医療社会専門家を強化する

・医療社会専門家の外部とのコミュニケーションを強化する

・医療社会専門家のサラリーを上げる

・障がい者のセンターで専門家のトレーニングを行う
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２－２－２　Complex of Governmental Measures for Supporting Disabled People through years

2006-2010 ２

①　この施策は State Baseline Program of Integration and Rehabilitation of Disabled people

for 2004-2007に含まれる施策のなかで、予算措置の目処が立ち、実施可能で、社会リハビ

リテーションに重きを置いた部分を抜き出しつくられた。

②　この施策は障がい者の法律（草案）“About Guarantees for the People with Limited Health

Abilities”３がキルギスの障がい者の法律として採択されることを期待しその方針を施策

として実施することを目的としている。

③　2006 年春“Complex of Governmental Measures for Supporting Disabled People through

years  2006-2010”が　2006 年から 2010 年の障がい者への施策として作成され、2006 年

６月までに議会に提出され、議会の承認ののち実施される。

　この法案は基本的課題、中期的期間で達成される課題、長期的期間で達成される課題の３つ

の部分に分かれている。

（1）基本的課題　

１．障がい者の社会保護における基本的法律の整備

１．１ “About Guarantees for the People with Limited Health Abilities”がキルギス共

和国の法律として採択されること

１．２　法令の変更と追加

a．障害別、程度別によって支給額が分かれている障害給付金、公共料金の割引制度を

同額にする

b．管理者の責任基準として守られなかった場合、罰則が科せられる

・障がい者の法定雇用（500 人以上の雇用をもつ事業所は５％の障がい者を雇用す

る義務がある）が達成されなかった場合

・労災によって障がい者になった人の職場での地位の保全が行われなかった場合

・障がい者へアクセシブルな環境を提供しなかった場合

・障がい者に適切な移動手段を提供しなかった場合

・病院やクリニックにおいて、個別の障がい者のリハビリテーション・プログラム

が実施されなかった場合

・倒産などによって、障がい者への年金が年金基金に払われなかった場合

c．社会における障がい者差別の禁止と違反行為の厳罰

d．国会、及び地方議会において障がい者の政党に議席の割り当て措置をとること

e．キルギス共和国の税金の基準に基づいての優遇措置

・障がい者への優遇措置を行っている家主への税金の優遇

・障がい者を雇用者の 50％以上雇用している雇い主への税金の優遇

２ 付属資料４．参照
３ 付属資料５．参照
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２．障がい者への社会的に好ましい対応を啓発する

・教育科学青年政策省と労働社会保障省が障がい者への偏見をなくす啓発を積極的に行

うこと

・政府系マスコミを使って、障がい者への理解を促進すること

・若者に障がい者理解の教育を行うこと

３．障がい者（児）のデータベースの作成

４．障がい者への医療の提供

・障がい者が無料で医療を受けられるようにすること

・障がい者が高度医療を受けられるようにすること

５．State Baseline Program of Integration and Rehabilitation of Disabled People for 2004-2007

の実施４

６．住宅のない障がい者について

・障がい者に住宅を供給する

・障がい者が住宅ローンを安い利率で借りることができるようにする

７．視覚聴覚障害者協会のワークショップで製作した物を国の機関が買い上げる

８．障がい者の情報の交換

・障がい者が情報を得られるジャーナルの発行

９．障がい者が５年に１回、サナトリウムでの治療を障がいの度合いによって無料から 30％

の割引で受けることができる

（2）中期的期間で達成される課題

１．Creation of Information and Integration Center

＊2004年にJICAへの技術協力プロジェクトとして提出された「障がい者のリソースセ

ンター」の開設のことであると副大臣から説明があった。

　センターの機能としては以下のとおり。

・インターネットを使っての障がい者への教育と障がい者同士のコミュニケーション

・語学（主に英語）コース

・図書館　（視覚障がい者のためにオーディオ・ライブラリーを含む）

・男女の出会いの場

４ 付属資料１．、２．、３．参照
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２．障がい者へのアクセシビリティの提供

・新しい建物を建設する場合の認可団体である　National Agency of Architectural and

Building under the Prime-Minister Office のメンバーに障がい者を加える

・建物の建設や改築にあたり、障がい者にアクセシブルな建物にするためにデザインを

コンロールする

・すべての政府の建物と民間の公的な建物は1999年の「障がい者のアクセシビリティの

保障」を定めた法律によって改築する

・車椅子で乗ることのできるタクシーを障がい者が頻繁に使うルートで運行する、又は

タクシーチケットを配布する

３．中学校以上の高等教育を障がい者に提供する

・一般学校における障がい児へのインクルーシブ教育と通学ができない子どもへの家庭

訪問による教育の提供

・大学教育の政府による無料学生の枠を障がい者に割り当てる

・学校のバリアフリーへの改築

・視覚障がい児への教材提供

・聴覚障がい児への手話通訳の提供

４．身体障がい者への車椅子などの移動手段の提供

５．NGO がサービスを提供し、それに政府が対価を払うシステムの構築

６．国立医学リハビリテーション・センターの建設

・入院している障がい者への一般的なリハビリテーションの提供

・個々の障がいに合ったリハビリテーション・プログラムを立案する

・社会及び心理リハビリテーションと作業療法を提供する

・障がい者が結婚して家庭をもてるように支援する

・社会福祉を利用して自立できるように障がい者を教育する

７．障がい者スポーツの発展

・障がい者の健康な生活の普及

・障がい者への無料のスポーツクラブの開設

・スポーツのイベントを開催する

・パラリンピックを推進する

（3）長期的期間で達成される課題

１． 各州にリハビリテーション・センターを建設する

２． 国際的な障がい者のネットワークを構築する
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３． 障がい者と高齢者を対象としてアパートを建設する

　基本的課題として提示されている項目は障がい者の差別禁止が盛り込まれ、2004年に労働社

会保障省と JICAの共催で行われたセミナーで論議された障がい者の人権の尊重の効果がみら

れたと考える。

　2004年に提示した JICAが提案したプロジェクト計画である「障がい者のリソースセンター

の開設と障がい者の連盟の結成を通した障がい当事者のエンパワメント」も盛り込まれてい

る。そのプロジェクトの責任実施機関がキルギス政府と外国援助となっており、外国の援助が

あれば実施するという意味で、JICA のプロジェクトの開始を期待している。

　2004年８月に布告された①State Baseline Program of Integration and Rehabilitation of Disabled

People for 2004-2007 のある部分を抜き出し、障がい者団体の様々な要望の若干の部分を付け

足してつくられたのが、② Complex of Governmental Measures for Supporting Disabled People

through year 2006-2010であると推測できる。①がほとんど達成されず、②のなかのNo.5に①

全体を押し込んで、可能であれば実施したいという労働社会保障省 Leading Specialist の Ms.

Valeria Matveeva の返答であったので、②が実際にどれほど実施可能であるのかは相当疑わし

いと考えられる。

　②施策の全体を通して、実際の予算措置や違反に関しての罰則規定は示されていない。草案

が 2006 年の６月に議会を通過したのち、再度詳細を決めることになっており、実施されるの

は 2007 年以後になる。この施策の実際の予算措置について、Ms. Matveeva と首相府の Mr.

Acakeeve によると、議会を通過しなければ、罰則規定、予算措置などが決められないので、そ

の件に関しては返答ができないということであった。実際にどれほど効果的に実施できるかは

不明であり、今後見守っていく必要がある。

２－２－３　施策の立案作成に関して

　Complex of Governmental Measures for Supporting Disabled People through years 2006-2010

は労働社会保障省副大臣　Ms .  Ok t omh a n  Abdu l l a e v a の指示により、障がい者手当課

（Department of Benefits and Social Services）の課長補佐の地位に相当する Leading Specialist

である Ms. Valeria Matveeva によって作成された。

　過程としては以下である。

（1）ワーキング・グループの結成

　作成にあたり、2005年春にワーキング・グループが結成され、そこには施策の実施責任

省として明記されている経済財務省、教育科学青年政策省、保健省、そして障がい者団体

が参加している。

　ワーキング・グループへの参加省庁：

労働社会保障省、経済財務省、教育科学青年政策省、保健省、法務省、ビシュケク市、

オシュ市、首相府下の建設委員会、観光局、スポーツ委員会

　ワーキング・グループへの参加障がい者団体：

・Association of the Blind and Deaf in Kyrgyzstan

・Independent Association of the Disabled Women in Kyrgyzstan (AZHIOD)
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・Association of Parents of the Disabled Children

・Dostuk, City organization of Disabled people IKAR LTD

・Republican Independent Association of Disabled People in Kyrgyzstan

・Public Fund“Legal help to disabled people”

＊Public Fund“Legal help to disabled people”が様々なアドバイスを行い、上記施策の

１．１“About the Guarantees of disabled people”Appendix 3 はこの団体によって提

案されている。

（2）調　査

　Ms. Valeria Matveeva と Public Fund“Legal help to disabled people”が中心となって、

地方を訪れ地域の障がい者から聞き取りとアンケート調査を行った。

（3）試案の立案

　Ms. Valeria Matveeva がワーキング・グループでの意見交換と地方での調査を基に施策

試案を作成した。

（4）議会採択までのプロセス

　労働社会保障省のMs. Valeria Matveeva によって、作成された試案は労働社会保障省内

で、関係者が目を通し、実施責任省庁として明記されている省庁にも確認を取り、その

後、首相府での修正を受けて、議会に提出（2006 年６月中を目処としている）され、採択

を受ける。採択を受けたあと、実施のための詳細な規定を設定し、2007年から実施される。

　Complex of Governmental Measures for Supporting Disabled People through years 2006-

2010 は現在、首相府で検討されている試案の段階である。

２－２－４　障がい者支援委員会（National Council for Persons with Disability）

　1999年に議会の承認を得た「障がい者支援国家プログラム」の実施期間が終了し、施策の実

施状況をモニタリングする障がい者支援委員会は役割を終え、解散したので、次の施策である

“Complex of Governmental Measures for Supporting Disabled People through years 2006-2010”

が実施される 2007 年、別の委員会が設置される予定である。
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第３章　キルギス貧困削減戦略書（PRSP）における障がい者自立支援の位置づけ

　2001 年には、2003 年から 2010 年までの国家開発を示したと Comprehensive Development

Framework（CDF）、それに続き 2003 年から 2005 年までの National Poverty Reduction Strategy

（NPRS）として“Expanding The Country’s Capacities”が発表され、その第４章“Building A Fare

Society”の２では“Integration of the Disabled into Society”として障がい者の社会統合の重要

性と必要性が述べられている。

　障がい者の社会進出への問題点として以下があげられている。

　①　社会労働リハビリテーションの方法の不適切な認識

　②　公共機関への障がい者のアクセスに制限があること

　③　障がい者への職業訓練の不足

　④　障がい者の雇用の困難さ

　⑤　障がい者の雇用を提供するための企業への国家予算による支援がないこと

　⑥　障がい者への車椅子の提供が不十分なこと

　この問題を解決するためには、以下の制度を構築することが大切である。

（1）社会リハビリテーションとしては

・国立の企業や政府機関によって障がい者の雇用の割り当て制を行うこと

・障がい者を雇用している企業による生産物の国による買い上げのシステムをつくること

・障がい者のリハビリテーションを向上させるために、社会医療、職業リハビリテーションに

おける作業療法士のトレーニングを行うこと

・障がい者の生活を向上させる施設の開設や器具の生産と購入を行うこと

（2）障がい者へのサービスと施設のアクセスとしては

・障がい者がサービスにアクセスできるように建物がバリアフリーに設計されること

・公共交通機関のバリアフリー化に取り組むこと

・障がい者が文化的な生活がおくれて、社会に参加できるために教育やスポーツへの参加を保

障すること

　　（“Expanding The Country’s Capacities-National Poverty Reduction Strategy 2003-05”参照）

　障がい者のリハビリテーションに職業訓練を含め、障がい者雇用の創出につなげ、障がい者を

社会統合していく方針が語られている。

　現在、2006 年から 2010 年におけるNPRS を策定中で、2006 年７月に発表される予定であり、

そこでの障がい者への対応が注目される。
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第４章　障がい者団体の活動

４－１　障がい関連団体の現状５

・2004 年開催の「障がい者フォーラム」参加の団体

・2004 年時、接触ができなかった団体

・新しく設立された団体

　これらの団体を回り、聞き取りによる調査を実施した。

　2005年、前大統領が退任し、様々な政府の力関係が変わったが、それらの様々な世の中の動き

は障がい者へのプラスの面は少なく、外国のドナーが撤退するなどマイナスの面が多かった。そ

のような状況を受けて、自分たちの声を政治に反映させていこうというグループが障がい者の政

党を結成した。2005年４月にソーシャル・ワーカー協会の支援により結成された“Life Without

Barrier”と同年10月に結成された“Independent Life”どちらの政党も障がい者の代表として政

界入りを考えている。

　2005年にAPCDとDPI、パキスタン政府との共催でパキスタンの首都イスラマバードで開催さ

れた「障がい者トレーニングコース」（Capacity Building of Self Help Organization of Disabled

People：CBSHOD）に参加したMr. Shamirbek Ydyrysov は“Association of Young Disabled People”

のリーダーであり、Ms. Asipa Musaeva が率いる“Independent Association of the Disabled Women”

と共に活動している。

　今回の調査で23の障がい者関連団体がビシュケクと近郊のトクモックで活動していることが把

握された。これ以外にも活動している NGOは存在すると考えられる。

４－２　全国障がい者NGO連盟の結成進展状況

　2004年時、全国障がい者連盟結成のためのワーキング・グループのメンバーは実質的な活動は

中止している。

　中止の理由は以下のとおりである。

①　2004年、ワーキング・グループが全国障がい者連盟のための定款を定めようとしたとき、

視覚聴覚障害者協会会長が500人以上の会員を有し、全国の40％以上の地域に支部をもって

いることを加盟の条件にしようと提案した。視覚聴覚障害者協会は旧ソ連時代からの組織で

全国をカバーし、5,000 人以上の会員を擁しているが、他の団体は会員数 10人から数十人で

ありそのような体制には及ばず、議論は頓挫し、その後、連盟結成のための議論も進まなく

なり、そのままの状態である。

②　2004 年の APCD、DPI、ベトナム政府主催の「障がい者トレーニングコース」への参加を

めぐって、いち早くDPIAPのトッポン氏とコンタクトをとった団体がワーキング・グループ

に図ることなくその「障がい者トレーニングコース」に参加し、団体間で軋轢が生じた。

　この２点が大きな障害となり、障がい者団体の歩みは停滞し、分裂の方向に進んでいった。こ

の間労働社会保障省、ソーシャル・ワーカー協会が仲介に入るも、障がい者団体からは中立的な

仲介とは受け取られず、分裂状態は続き、現在に至る。

５ 付属資料17．参照
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４－３　障がい者団体間の関係

　現在、４つのグループに大まかに分かれていると考えられる６。

①　全国組織をもつ視覚聴覚障害者協会

視覚聴覚障害者協会の会長は現在の大統領の障がい者政策のアドバイザーである。

②　ソーシャル・ワーカー協会と“Young Disabled People’s Movement”が立ち上げた政党

“Life without Barrier”のグループ（図のオレンジで囲んだグループ）

ソーシャル・ワーカー協会と“Young Disabled People’s Movement”の活動は労働社会保障

省からも強い支持を受けている。

③　“Independent Association of the Disabled Women”と“Association of Young Disable People”

のグループ（図の青で囲んだグループ）

旧ソ連崩壊後、バリアフリーの活動など障がい者の人権に根づいた活動を米国国際開発庁

（USAID）その他アメリカ合衆国からの援助で行ってきたが、ここ数年はドナーからの資金

が途絶え、経済的に苦しい状態が続き、活動が停滞している。

④　視覚障がい者の弁護士が率いる政党“Independent Life”に結集しているピンクの枠で囲ま

れたグループ

新旧様々な団体が混在しており、2005 年 10 月に結成された政党“Independent Life”の活動

に集まって、週１回のミーティングを開催しているが、具体的な活動はまだ不明である。

リーダーで全盲の弁護士Mr. Tolkunbek Isakovはキルギス共和国における障がい者の権利を

守る法律案（About Guarantees for the People with Limited Health Abilities）を労働社会保障

省経由で議会に提出している。

４－４　ビシュケク人文大学に設置された障がい者リソースセンター“AKAK”の活動

（1）概要と背景

　Mr. Mirbek Asangariev を長とするNGO“Young Disabled People’s Movement”とソーシャ

ル・ワーカー協会、ビシュケク人文大学の心理社会学部の協力によって、ビシュケク人文大学

学生寮の１階部分に 2005 年４月に開設された。現在は“Young Disabled People’s Movement”

事務所と活動の場として使われている。2005年12月の障がい者の日には市役所から車両が

贈られた。

（2）場所と建物の状況

　ビシュケクの市中心部から車で10分ぐらいのところにあり、便利な場所である。建物の１

階の３部屋を使っていて、入り口は平らで、室内も段差がない。しかし、間口が狭いので、

開き戸だと車椅子では通過できない部分もある。１室は20畳ぐらいの広さの会議室、もう１

室は10畳ぐらいの部屋で４台のベッドが置いてあり、古い低周波治療器、マッサージとお灸

のつぼのポスターが張ってある。３つ目の部屋は風呂場となっており、深めの浴槽とサウナ

が設置されている。トイレは障がい者仕様ではない。

６ 付属資料６．参照
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（3）活　動

　メンバーは 30 人の 10 代から 20 代の障がい者であり、リソースセンターには常時５から

６人が活動している。PCのトレーニング、職業訓練を計画しているが日常的にはできていな

い。

　Mr. Mirbek Asangarievの母親が医師で東洋医学を学んでいるので、彼女が障がい者にマッ

サージやお灸などの治療を行う。

（4）ボランティア

　ビシュケク人文大学心理社会学部の学生がボランティアとして支援している。学生も障が

い者に日常的に接して、障がい者への接し方を学ぶ良い機会である。英語のトレーニングの

ためにアメリカ大学の学生がボランティアで来てくれている。現在は学生の試験期間でボラ

ンティアは来ていない。

（5）現在の状況

　現在はガソリンの高騰によって、車が使いづらくなっていること、ビシュケク大学のボラ

ンティアが試験中なのでリソースセンターの活動に参加してもらえない、この２つの理由で

リソースセンターに来たいと思っている障がい者たちを連れてくることができない。

（6）リソースセンターの将来

　現在、世界銀行へ１万 8,900 ドルの補助金を申請している。その補助金が支給されたら、

縫製、家具づくり、理容美容などの器具を購入し職業訓練センターを開設したい。現在使用

している建物の裏に広い場所があるので、そこを利用して、上記機材を入れて障がい者のた

めの職業訓練所を開設する予定である。

（7）障がい者政党活動

　Mr. Mirbek Asangariev はソーシャル・ワーカー協会の支援により障がい者の政党“Life

without Barrier”の活動を 2005 年の春から行っている。党首は“Lenin Rayon Association of

the Disabled People in Bishkek”の代表である Ms. Ludmila Syosenko ７である。国会だけで

はなく、地方議会への障がい者の進出も進めたいと考えており、2006 年５月後半、彼は 10

日のインターンシップをキルギス国会で行った。

（8）Mr. Mirbek Asangariev とのインタビュー

　2006 年３月５日センターを訪問した。Mr. Mirbek Asangariev のほか、地方から来ている

松葉杖の障がい者が１人、あとは彼の妻や母親など家族がいて、施設を案内してくれた。ボ

ランティア不足とガソリン高騰によって、活動が滞っており、現在、ルーティーンとしてい

る活動はない、とのことであった。

　彼は 2004 年の APCD と DPI、開催国政府によって開催される「障がい者のトレーニング

コース」（Capacity Building of Self Help Group of Disabled People：CBSHOD）のベトナム

７ 付属資料17．参照
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に参加しており、APCD、DPI、JICA の活動に触れているので、今後も APCD、DPI とコン

タクトをもち、このセンターで自立生活訓練を取り入れていきたいし、地方へもこのリソー

スセンターを使って、活動を広げていきたいと考えている、と語った。

（9）JICA のプロジェクトとの協力関係の可能性

　ビシュケク人文大学のリソースセンターは Mr. Mirbek Asangariev と“Young Disabled

People’s Movement”の場となっており、その他の様々なNGOが共に活動をする場として、

JICAの支援を入れて「障がい者リソースセンター」を開設するには適切な場所ではなくなっ

ていると考える。特に、世界銀行からの補助金を受けて、職業訓練センターと変化していっ

た場合、世界銀行へのプロポーザルにはソーシャル・ワーカー協会からの支援がより強く明

記されており、“すべての障がい者を対象とした障がい者のための障がい者による障がい者の

リソースセンター”とはなりづらい。

　また、他の多くの障がい者団体にとって、2005年の政局の混乱以後多くのドナーが引き上

げて、状況はより苦しくなっているなか、“Young Disabled People’s Movement”だけが労

働社会保障省とソーシャル・ワーカー協会の支援で場所と車両を確保してもらい、自分たち

は何もしてもらっていないという気持ちが強く、また、2004 年に Mr. Mirbek Asangariev が

いち早くDPIAP のトッポン氏と連絡をとり、ベトナムのCBSHODに参加したことも、抜け

駆けと考えていて、反発を買っている。そのような状況で、JICAがその場所に支援を入れる

ことは偏りを招き、障がい者団体の亀裂を促進すると考える。

４－５　障がい当事者NGOワークショップ（第１回）

　2006年５月12日、ビシュケクの国立ITセンターに場所を借りて、障がい当事者団体のワーク

ショップを実施した。

　参加団体（障がい当事者団体）は以下のとおりである。

①　Association of the Blind and Deaf in Kyrgyzstan

②　Independent Association of the Disabled Women in Kyrgyzstan

③　NGO“Young Disabled People’s Movement”

④　Association of Disabled Teenagers / Rehabilitation Center“Yuventus”

⑤　Dostuk, City organization of Disabled people IKAR LTD

⑥　Republican Independent Association of Disabled People in Kyrgyzstan

⑦　Public Fund“Legal help to disabled people”and Political Party“Independent living”

⑧　Public Fund“DAO”

⑨　Disabled people Association“Ikar”

⑩　Public Fund“Askaral”

⑪　Association of young disabled people

　そこでは、

①　個々の障がい当事者団体が、キルギスの障がい者のニーズにどのように対処できるか？

②　当事者団体がカバーできない問題に関して外部からどのようなサポートが必要か？

③　①と②であげられた課題で、何を優先して解決できるか？

　上記３つのテーマで、ブレーン・ストーミング形式で意見を出してもらい、一つ一つの意見を
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付箋に書き出し、ホワイトボードに張り、その後、カテゴリー化して、分析を行った。

（1）結　果８

1） 個々の障がい当事者団体が、キルギスの障がい者のニーズにどのように対処できるか？

・自助グループの結成

・情報と経験の共有

・ドナーからの資金援助を得る

・障がい者のインフォメーション･センターをつくる

・販売できる物品を作るためのワークショップの開設

・障がい者に注目してもらう活動

・障がい者の政治参加

・障がい者の権利を法的に守る

2） 障がい者 NGO 連盟の結成に関して

・障がい者の共通の目標で集まり、将来的に障がい者 NGO 連盟の結成につなげていく

・障がい者 NGO 連盟の結成につなげる活動のための財源を探す

・市民社会が障がい者への政策面で大きな役割をもっている

3） 政府への要望として

・NGO の生産する物品を政府が優先的に買い上げる

・NGO が提供している障がい者へのサービスに政府が対価を支払う

・議会、大学、就労そして住居などの障がい者割り当てを行う

・障がい者への無料の教育と医療の提供

・障がい者への免税

・公共料金の割引

・国が NGO への資金援助をする

・政府が法的、道徳的、財政的に障がい者を支援する

4） 外国ドナーへの期待として

・外国ドナーがキルギスの障がい者に注目してほしい

（2）分　析

1） カテゴリー化したなかで、以下の項目に注目した。

・Accessibility Issue

・Advocacy & Awareness

・Exchange Information

　この３つの課題は、すべての障がい者のニーズとして当てはまり、協力して活動できる

項目である。

８ 付属資料７．、８．参照
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2） この３つのカテゴリーに関連する活動を継続的に行うことによって、個々の障がい当事

者団体（Self Help Group）のキャパシティが開発され、一緒に活動する団体間での連帯感

も育成される。

3） 障がい者 NGO 連絡会を今回のワークショップ参加者が結成し、３つの課題に対する活

動を行う。

　当面の活動としては以下のとおりである。

　・継続的な会合による情報交換

　・Accessibility Workshop の計画と実施

　・12 月３日障がい者の日のためのイベントの計画と実施

4） キルギスの障がい者 NGO の現状と将来の視覚化９

a） 障がい者関連 NGO は大まかに２種類に分けることができる。

　①　障がい者のためのNGO（NGO for Persons with Disability）

　②　障がい者のNGO（NGO of Persons with Disability）

　①の障がい者のためのNGOは非障がい者が運営し、障がい者にサービスを提供する

活動が主である。②の障がい者のNGOは障がい当事者が運営し、障がい者が障がい者

のために活動するNGOである。

b） 現在のキルギスの障がい者 NGO の現状は①と②の区別があいまいであり、様々な障

がい関連 NGO がバラバラに政府、援助機関にコンタクトをとり要求を出し、それを受

ける政府機関も対応に混乱があり、それが統一性のない障がい者施策の策定となってい

る。また、個々の障がい者NGOが他のNGOに抜きん出て外国援助団体とコンタクトを

とり、援助を得ようと競っており、援助の奪い合いになっている。

c） 活動と方向性 10

　②の障がい者のNGO（NGO of Persons with Disability）を中心に「障がい者NGO連

絡会（PWD NGO Council）」を設立し、共通の目的での活動（Accessibility, Exchange

information, Advocacy & Awareness）を継続的に行い、個々のNGOのキャパシティを

発展させ、障がい当事者のリーダーを育成し、「障がい者 NGO 連盟（Federat ion of

PWD）」に発展させていく方向で支援が必要である。

４－６　障がい当事者NGOワークショップ（第２回）

　2006 年５月 22 日、国立 IT センターにて実施。

（1）参加障がい者 NGO（障がい当事者団体）

①　NGO“Young Disabled People’s Movement”

②　Association of Disabled Teenagers / Rehabilitation Center“Yuventus”

③　Dostuk, City organization of Disabled people IKAR LTD

９ 付属資料９．、10．参照
10 付属資料11．参照
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④　Republican Independent Association of Disabled People in Kyrgyzstan

⑤　Public Fund“Legal help to disabled people”and Political Party“Independent living”

⑥　Public Fund“Askaral”

　前回のワークショップの分析（付属資料７．～９．）を提示し、今後の活動を話し合っても

らうよう提案した。

（2）結　果

1） キルギス政府への要望と不信感

・NGO はキルギス政府を信用することができない

・2004 年の障がい者フォーラムのあと、政府の障がい者支援に何の進展があったか？

・首相と実際に会い、障がい者のための施策の実施に同意してもらう必要がある

2） JICA への期待

・JICA が政府を通さないで NGO を直接支援してほしい

・JICA はキルギスの障がい者支援に何を目標としているのか

・定期的な NGO ミーティングを各団体への連絡係を含めて開催してほしい

3） 障がい者のリソースセンターの設置

・リソースセンターは政府から独立して NGO を基盤として設置される必要がある

・障がい者 NGO 連盟の下でリソースセンターが設置運営されることが望ましい

・障がい者 NGO 連盟結成のためにもリソースセンターの設置は必要である

4） 全国障がい者 NGO フォーラムの開催

・全国レベルで集まって話すことが大切である

・地域の NGO の意見を集めることが大切である

5） 障がい者 NGO 連盟の結成について

・障がい者 NGO 連盟結成に関しての個々の NGO のニーズの優先順位を明らかにする必

要がある

・自分たちは既に連絡を取り合って共通の目的で活動している

・障がい者 NGO 連盟の必要性について、地方の NGO と議論する必要がある

・障がい者連盟を結成するときにはリーダーによる委員会を設置し、活動と方向性を決め

ていく必要がある

（3）分析とまとめ11

1） ２回目のワークショップは１回目から１週間の短い期間を経て実施され、前回参加の

NGOの半分は都合がつかず、参加できなかったNGOが多かった。たまたま、集まった団

体は障がい者の政党“Independent Life”に集まっている団体の代表者であった。そして、

11 付属資料12．、13．参照
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それらの団体は政府からの直接的支援が薄いグループでもある。

2） １回目は現在分裂している NGO の代表すべてが集まり、お互いの腹を探り合い、当た

り障りのない模範的な意見が出された。２回目は仲間同士が集まることになり、彼らの本

音で直接的な意見が出された。

　２回目のワークショップに集まった団体の中心的存在であるPublic Fund“Legal help to

disabled people”の代表である視覚障がい者で弁護士の Mr.Tolkunbek Isakov はキルギス

障がい者のための法律の草案を労働社会保障省に提出し、現在国会への提出が待たれてい

る。

3） 第２回のワークショップでは政府に対する不信感、JICA への NGO への直接支援の要

望が大きな部分を占めた。

４－７　プロジェクト開始にあたっての障がい者団体からの要望

　２回目のワークショップにおいて JICAに提示された要望は以下のとおりである。

・定期的なミーティングの開催

・全国障がい者フォーラムの開催の支援をしてもらいたい

・リソースセンターを設置する場合、NGO の管理運営で設置してもらいたい

４－８　政府機関への不信感について

　２回目のワークショップの発言のなかの、「2004年の障がい者フォーラムのあと、政府の障が

い者支援に何の進展があったか？」これが端的に彼らの不信感を示しているし、JICAがプロジェ

クトを開始してくれないといういら立ちも入っていると思われる。次々に障がい者施策は発表さ

れるものの、実施が伴わないものであり、2005年の“革命”以後、生活は良くなるどころか悪く

なっている。

　また、政府側の不誠実というか障がい者を利用しているのではと勘ぐりたくなるエピソードが

障がい者団体のメンバーから語られた。

　ビシュケク市内には多くの空きビルディングがあり、市又は国の持ち物である場合が多い。そ

のビルディングの使用願いを市、又は国に出し、使用許可が下り、障がい者団体が自前、又はド

ナーからの資金援助で修理して機材を入れ、使えるようにして、活動を始める、その活動が軌道

に乗ったころ、市や国から建物や部屋の返還要求が出され、障がい者団体を追い出そうとする。

このような例がいくつかあるという。

　多くの障がい者団体が空きビルを使って活動を始めたいと考えており、上記のような事態を避

けるために国や市が10年以上の使用を認めるという法的に有効な書類を出してもらいたいと要求

している。しかし、そのような書類の発行に関して市や国は言葉を濁して回答していない。
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４－９　プロジェクト開始までのつなぎとしての JICA の障がい者団体への支援12

　①　障がい者NGO連絡会の定例会

　目的：情報交換

　　　　お互いの団体の立場を理解する

　　　団体間で共同してできる活動は何があるか話し合う

　②　全国障がい者NGOフォーラムの開催計画

　③　例年の障がい者の日（12月３日）のための催し物の計画

　④　労働社会保障省関係者との意見交換会の開催

　⑤　ソーシャル・ワーカー協会　Ms.Usenova との意見交換会の開催

　⑥　外国ドナーとの意見交換会開催

　JICAはあくまでも中立な第三者として支援していく姿勢が必要である。できるだけ早い時期、

できれば2006年中に障がい者NGO連絡会として、全国障がい者フォーラムが開催できることが

望ましい。

４－ 10　プロジェクト開始後の実際の活動内容例13

（1）リソースセンターの管理運営

・センターには障がい者 NGO 連絡会から数名を配置－すべての NGO から代表者が出て、

ローテーションで常駐できることが望ましい

・労働社会保障省、市役所などの職員が最低１名常駐

・JICA 専門家も日々訪れ、活動に参加し指導する

（2）実際の活動例

①　障がい者への様々なコースの開催－コンピューター、英語、社会資源の利用のしかた、

非障がい者とのコミュニケーションのとり方、その他

②　自立生活トレーニングの実施－短期専門家による

③　バリアフリーを実現するための様々な活動

・バリアフリーに関する国際基準と各国の法律を学ぶ

・ビシュケク市内の公共の場所－ツムデパートメントとその周辺、遊園地、エルケン

ディック公園等のバリアチェック

・国の建築委員会、市の公共交通課、空港などからの人との会談

④　情報の配布－ニュースレター、リーフレット、ウェブサイトなどの作成

⑤　ロビー活動－公共公聴会の開催、障がい者の法律や施策に関して政府関係者と会談する

⑥　啓発活動－映像 DVD の作成、障がい者の社会参加の活動の展示会など

⑦　問題解決のための様々な団体同士の会談－国、地方政府、市町村と障がい者団体、障が

い者団体と障がい者団体、障がい者と障害関係ではない団体、キルギスの障がい者団体と

外国の障がい者団体

⑧　国際的な団体との交流と連携

12 付属資料14．参照
13 付属資料14．参照
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第５章　キルギス政府からの要請

５－１　政府関係機関との面談

（1）労働社会保障省　副大臣　Ms. Abdullaeva との面談　第１回（2006 年４月 29 日）

　現在、労働社会保障省では新しい障がい者のための施策を作成中で、原案はほとんどでき

ており、それを首相府に上げて、６月の国会で成立させる予定である。その施策のなかには

2004年の JICAとのプロジェクト案も含まれているので、ちょうどよい時期での吉田企画調

査員のキルギスへの訪問は、大変うれしい。是非、障がい者自立支援のプロジェクトは実現

してほしい。要請の内容は 2004 年時と同じものが適切であると考えている。

　会談参加者：吉田美穂　短期企画調査員　障がい者自立支援分野

　　　　　　　小宮裕恵　企画調査員　　　貧困削減分野

（2）労働社会保障省　副大臣　Ms. Abdullaeva との面談　第２回（2006 年５月 24 日）

　旧ソ連崩壊後、経済的な変化は人々の生活に大きな影響を与え、社会保障システムにも大

きな打撃を与えた。現在、キルギスの人口の半分は貧困ライン以下の生活を強いられ、貧困

家庭では子どもの養育能力が著しく低下し、家族の栄養状態は悪化し、多くの子どもたちが

ネグレクトされたり、ストリート・チルドレンとなったりしている。そのような状態で、生

まれながら、また、子どものときに障がいをもつ割合が増えている。

　キルギス社会の変化で子どもと同じように、高齢者、障がい者も強い負の影響を受け、高

齢者は年金などでの生活が保障されず、生活に困窮している。また、ナーシング・ホームの

生活状況は施設の老朽化、定員を大幅に超えた入居者数、入居者の障がいの重度化と介護者

不足などが重なり劣悪な状態となっている。

　障がい者の自立と社会参加の道は大変厳しく、学校教育や就労の機会はほとんど保障され

ず、社会からネグレクトされている。地方では障がい者の存在は恥という考え方があり、家

の中に隠されている障がい者も数多くいる。

　これらすべての状況に、労働社会保障省は立ち向かい、解決していかなければいけないと

考えている。今回、JICAにビシュケクにおいて、障がい者のリソースセンター開設による障

がい者の自立支援を行ってもらえることは、様々な社会問題のなかで障がい者自立支援の部

分に JICAが関与してくれるということで大変うれしい。このリソースセンターがパイロッ

ト・プロジェクトとなり、地方へ波及してくれることを期待している。

　６月１日に吉田企画調査員がビシュケクを発つ前に、前回と同じ内容の要請書を準備し

て、経済財務省に提出する予定である。そして７月末までに日本大使館に正式な要請書が提

出されるように努力したい。

　会談参加者：吉田美穂　　　　　　短期企画調査員　　障がい者自立支援分野

　　　　　　　小宮裕恵　　　　　　企画調査員　　　　貧困削減分野

　　　　　　　Indira Raimberdieva　ローカルスタッフ　

　　　　　　　中野智　　　　　　　JICA キルギス事務所長　

（3）ソーシャル・ワーカー協会会長　Ms. Usenova との面談　第１回（2006 年５月４日）

　現在、スウェーデン国際開発協力庁（SIDA）の支援により、マクサット子どもリハビリ
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テーション・センターにおいて、リハビリテーション専門職のトレーニングコースで３日間

を１回のコースとして、５月に３回実施している。また、ビシュケク人文大学心理社会学部

でもSIDAのそれらのコースを実施している専門家がリハビリテーションの講義を行ってい

る。このSIDAとのマクサットにおけるプロジェクトは2007年まで継続する。また、新しい

プロジェクトを SIDA、世界銀行その他の海外援助団体と開始する予定である。

　障がい者のリソースセンターは2005年ビシュケク人文大学の学生寮の一角に“AKAK”を

開設し、NGO“Young Disabled People’s Movement”とそのリーダーのMr. Mirbek Asangariev

が活動し、昨年の障がい者の日（12 月３日）にはビシュケク市からワゴン車が寄付され、今

後世界銀行からの支援を受けて障がい者を対象にトレーニングを開始していく。

　現在、SIDA がマクサットで行っているコースで忙しく、後日話をしたい。

　会談参加者：吉田美穂　短期企画調査員　障がい者自立支援分野

　　　　　　　小宮裕恵　企画調査員　　　貧困削減分野

（4）ソーシャル・ワーカー協会　会長　Ms.Usenova との面談　第２回（2006 年５月 18 日）

　障がい者団体の連盟結成の活動はすべての団体が連盟のトップに立ちたいと考えており、

結成は容易なことではなく、難しいと考えている。

　現在も、SIDA の３回目のコースが開催されており、今後の継続に関する打合せの約束が

入っており時間がとれない。JICAとのプロジェクトの話は20日以後にしたいと考えている。

　会談参加者：吉田美穂　短期企画調査員　障がい者自立支援分野

（5）ソーシャル・ワーカー協会　会長　Ms.Usenova との面談　第３回（2006 年５月 24 日）

　現在、SIDA と世界銀行が新しいプロジェクト14 をキルギスで計画している。これはキル

ギスにおける貧困削減政策に基づいたものであり、労働社会保障省がサービスの対象として

いる、貧困層、高齢年金生活者、障がい者など社会的弱者全体を対象としている。特に地方

の住民はほとんどが貧困層であり、地方の貧困層の母子の支援を重点的に行っていきたいと

考えており、そのためのプロジェクトがSIDAと世界銀行によって開始される予定である。

　2004年にJICAに要請を出したプロジェクトがビシュケクで障がい者を対象に行われるの

であれば、キルギスにおける貧困削減政策の障がい者自立支援の部分を JICA が担ってくれ

るのはありがたいと考える。プロジェクトの開始にあたり、ソーシャル・ワーカー協会は障

がい者のリソースセンター開設のための既存の建物を探すことをビシュケク市と協力して

行っていきたい。

　会談参加者：吉田美穂　 短期企画調査員　　障がい者自立支援分野

　　　　　　　小宮裕恵　 企画調査員　　　　貧困削減分野

　　　　　　　Indira Raimberdieva ローカルスタッフ　

　　　　　　　中野　智 JICA キルギス事務所長　

14 第６章６－２参照
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（6）首相府　社会文化部　部長　Mr. Sarybaev と Referent（課長代理又は係長に相当）Mr.

Acakeeb との面談（2006 年４月 27 日）

　Mr. Sarybaev は昨年、部長となり、以前は社会文化部で副部長であった。障がい者関係の

事柄はMr. Acakeebにいろいろ話をしてもらいたい、質問に関しても彼が受ける。部として

はJICAのキルギスの障がい者自立支援はとても必要と考えており、JICAプロジェクトの申

し出はうれしく思う。社会文化部としてもMr. Acakeebを通してできるだけの協力をしてい

きたい。

　会談参加者：吉田美穂　短期企画調査員　障がい者自立支援分野

　　　　　　　小宮裕恵　企画調査員　　　貧困削減分野

　

（7）首相府　社会文化部　Mr. Acakeeb との面談（2006 年５月 19 日）

　昨年、前任者　Ms. Cholpon Abdyramanova に代わり、現職につき、以前はカラコル市の

副市長であった。カラコルの副市長の時代、社会福祉分野の様々な課題に取り組み、障がい

者の自立支援が重要であることは理解している。自分の担当は年金生活者、障がい者、退役

軍人である。現在、労働社会保障省から提出されている“Complex of Governmental Measures

for Supporting Disabled people through years 2006-2010”の精査と用語確認そして校正を行

い、議会に提出する準備を進めている。

　自分の仕事は実施機関である労働社会保障省の監督であり、障がい者、高齢年金生活者、

退役軍人への施策がどの程度実施されているか報告を受け、モニタリングを行うことである。

　社会文化部としては障がい者、高齢年金生活者、退役軍人のほか、教育、スポーツ活動、

年金基金、文化活動、女性と子どもなどの施策も担当している。

　2004 年の労働社会保障省と JICAが開催し、タイ国からトッポン氏が来た障がい者フォー

ラムの話は前任者Ms. Cholpon Abdyramanovaから聞いており、JICAのプロジェクトも聞い

ていて、実現のために協力したいと考えている。

　会談参加者：吉田美穂　短期企画調査員　障がい者自立支援分野

（8）首相府　社会文化部　Mr. Acakeeb との面談　（2006 年５月 25 日）

　昨日、副大臣の Ms. Abdullaeva がたずねて来て、JICA へのプロジェクト要請のプロポー

ザルを提出する旨の報告を受けて、首相府社会文化部としても協力していきたいと返答し

た。特にリソースセンターのための部屋の確保は労働社会保障省と一緒にビシュケク市と協議

していきたい。また、センターの維持のための公共料金負担、政府側カウンターパート（C/P）

の確保も労働社会保障省の活動を支援していきたい。

　会談参加者：吉田美穂　短期企画調査員　障がい者自立支援分野

　　　　　　　中野　智　JICA キルギス事務所長　

５－２　カウンターパート機関について

　カウンターパート機関　 労働社会保障省

　準カウンターパート機関　ソーシャル・ワーカー協会

　　　　　　　　　　　　　プロジェクトを通して障がい者団体連絡会をつくっていく各障がい

　　　　　　　　　　　　　者団体
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　障がい者施策の実施機関は労働社会保障省である。労働社会保障省の障がい者担当部局があり、

障がい者団体の活動を把握している。また、労働社会保障省にオフィスをもち労働社会保障省の

実行団体であるソーシャル・ワーカー協会は以前2004年から実質的C/PとしてJICAと活動して

おり、障がい者関連NGOとの長い連携の歴史もある。今回、首相府の社会文化部も労働社会保

障省への支援による協力を申し出てくれたので、今後もC/Pとして労働社会保障省、準C/Pとし

てソーシャル・ワーカー協会、及び障がい者団体（Disabled People’s Organizations/DPOs）で今

後のプロジェクトを実施することが妥当であると考える。将来的には労働社会保障省を通してビ

シュケク市との連携を検討していく必要がある。

５－３　2004年、キルギス側から日本側に提出された障がい者自立支援分野の技術協力プロジェ

　クトの要請書について

　2006年５月２日、中野JICAキルギス事務所長より、2004年に障がい者支援の技術協力プロジェ

クトの要請書がキルギス政府から提出されなかったと告げられた。

　その後、大使館に問い合わせ、2004年10月14日付で経済財務省から日本大使館に提出されて

いたことが判明した。

　副大臣Ms. Abdullaeva より労働社会保障省が2006 年に JICAに 2004 年度と同じ要請書を再度

提出したとのことで、その要請書について追跡調査をした。

　その結果、以下のことが判明した。2006年２月に日本の外務副大臣がカザフサンタを訪れ、中

央アジア各国の外務副大臣との会談をもった。そのとき、キルギス外務副大臣も参加し、その準

備として各省庁へ日本への要望があれば議題にあげるという文書を配布した。そのとき労働社会

保障省が2004年時の障がい者支援技術協力プロジェクトの開始の希望をキルギス外務副大臣を通

して日本国外務副大臣に伝えてもらうことを希望して提出した書類を、Ms. Abdullaevaは再度の

要請書の提出と考えていた。

　労働社会保障省では2004年時の障がい者支援技術協力プロジェクトの開始を強く望んでおり、

表敬訪問したときもMs. Abdullaevaは再度要請書を出し、労働社会保障省が作成中の障がい者支

援施策（Complex of Governmental Measures for Supporting Disabled People through years 2006-

2010 ）のなかにも 2004 年時の JICA との計画を入れているので、是非開始してほしいという要

請があった。
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第６章　他ドナーの最新の活動状況

　障がい当事者のエンパワメント、障がい者NGOのキャパシティ・ディベロップメントを支援

目標とする外国ドナーは現在のところ、存在しない。

６－１　労働社会保障省とソーシャル・ワーカー協会をC/PにSIDAが実施しているプロジェクト

　期間：2003 年から 2007 年

①　ソークロック地域でのストリート・チルドレン、非行青少年へ対応するソーシャル・ワー

カーと警官へのトレーニング

②　マクサット子どもリハビリテーション・センターの専門職のトレーニングの実施

　以上の２つのコンポーネントから成り、ソークロックでのトレーニングは終了し、マクサット

でのトレーニングはあと１年継続する。

６－２　ソーシャル・ワーカー協会会長Ms. Usenovaの情報によるSIDAと世界銀行が実施する

　プロジェクトの概要

（1）プロジェクト名

Community based social services development in Kyrgyzstan

2006 ～ 2007 年の早い時期に調査から開始する予定

（2）プロジェクト目標

・社会福祉サービスの地方への権限委譲

・社会福祉サービスの供給システムの脱施設化－施設ではなく、家庭での支援が行われること

・ 様々なNGOがサービスの提供に参加すること

・ 社会福祉サービスの質と効率が向上すること　

・ 個々人や各グループのニーズに合った社会福祉サービスが計画されること　

・ 社会福祉サービスを必要とするすべての人々にサービスが届くこと

（3）プロジェクト実施方法

　プロジェクトは以下の３つの主なコンポーネントによって構成されている。

　①　社会福祉サービスの発展

　②　社会福祉サービス分野のキャパシティ・ビルディング

　③　ソーシャル・ワーカーのトレーニングセンター建設

（4）地域レベルでの実施

・ビシュケクを含む 56 の地域でいくつかのセミナーを実施する

・このプロジェクトのコンセプトは地域レベルでの市民社会とのパートナーシップを基に、

社会的ケアを統合し、ネットワークを発展させることによって、中央と地方政府のキャパ

シティを発展させる

・７から９のパイロット地域で公開入札を行い、デイ･センターを建設する

・地域の選定にあたっての手順と基準
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・プロジェクトの実施手順

・地域開発におけるプロジェクトの潜在的インパクト

・社会福祉サービスを提供している地域の組織のネットワークとの協力

・地域レベルでのワーキング・グループの結成の必要性

・キルギス側の責任実施機関－労働社会保障省、地域委員会、ワーキング・クループ

・実施機関、コンサルタント会社－国際入札によって選定

・国際援助機関－例：世界銀行、SIDA、英国国際開発庁（DfID）、国連開発計画（UNDP）、

国連児童基金（UNICEF）etc

（5）活動内容

・ パイロット地域の選定

・ ベースライン・スタディ

・ 選ばれた各地域の社会福祉サービスの戦略的計画をつくる

・ パイロットとしての社会福祉センターの詳細を準備する

－選ばれた地域では最も影響を受けやすい弱いグループがどのようなサービスを必要とし

ているか

（6）予　算

・建物の改築、スタッフの報酬、家具、機材、その他の必要物品項目、建物の維持費、移動

の費用、クライエントへの栄養のコスト

・建物改築、機材、家具、物品、車の入札

・働くスタッフの選定

・地域レベルでの協力関係の締結

・モニタリングと評価

・労働社会保障省、地方政府、NGO、大学、パイロット地域のソーシャル・ワーカーなどの

ヨーロッパ地域への研修旅行

・地域でのトレーニングコースの開催

・専門職としてのソーシャル・ワーカーを規定する法律の草案を作成する

・新しく造られるセンターでのスーパービジョンとケース・マネージメントのシステムを構

築する

６－３　UNICEFの支援

　Program Coordinator Ms. Samaranda Popa の情報によると、UNICEFは Save the Children Denmark

とともに地域の障がい児ケアのためのプロジェクトを 2006 年に実施予定。

（1）地　域

　ジャララバード

（2）活動内容

　ジャララバードにある障がい児のナーシング・ホームの状態は劣悪である。そこには重度
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から軽度までの知的発達障がいの子どもたちが100人ほど生活している。そのなかの軽度か

ら中程度の知的発達障がいの子どもたちを、ナーシング・ホームの外の施設に一定期間滞在

させ、絵画療法や作業療法のような様々なアクティビティを行う。プロジェクト期間は最低

２年、それ以上かかると思われるがプロジェクトは将来的にジャララバード州政府に移管さ

れる。

　ジャララバードの次はオシュでも実施したいと考えている。

（3）役割分担

UNICEF －機材供与とトレーニング・コースの実施

Save the Children Denmark －建物の提供

ジャララバード州政府－人材の提供

６－４　The Church of JESUS CHRIST of Latter-day Saints（モルモン教会／アメリカ合衆国）

　による支援

　アメリカ合衆国から調査に訪れている夫婦Michael & Janice Gottfredson との面談による。

（1）団体のキルギスでの活動　

　2003年から2005年までに3,000台以上の車椅子と古着、靴などの人道支援物資をソーシャ

ル・ワーカー協会を通じキルギス国民に配布している。2005 年の“革命”によって支援を中

止していたが、今回は再開のための調査でキルギスを訪れた。今年は450台の車椅子を寄付

する予定である。また、ナリン州の田舎で、水供給プロジェクトの開始支援をソーシャル・

ワーカー協会から提案されているので、それを調査するため８月に再度キルギスを訪れたい

と考えている。

（2）吉田短期企画調査員からのコメント

　2003 ～ 2005 年の労働社会保障省の障がい者施策であった「開発促進活動マトリックス」

で全国に配布された車椅子のほとんどはこの団体から寄付されたものである。この団体は

2005 年に、パキスタン、イスラマバードの国立リハビリテーション･センターに 500 台を寄

付した。アフガニスタンにも多く寄付しているようで、アフガニスタンで寄付された車椅子

がパキスタンで売りに出され、それを購入した障がい者に昨年出会った。

６－５　その他の外国ドナーによる障がい者（児）支援

（1）Save the children Denmark and UNICEF

　ナリンのインクルーシブ教育

（2）各国大使館による支援

　チュイ州ベラヴォツカの障がい児のためのナーシング・ホームにはヨーロッパ各国、アメ

リカ大使館から、改修工事、機材や訓練器具、紙おむつの寄付などの支援が入っている。
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（3）ABILIS

　フィンランド政府が国内の障がい当事者団体に委託して実施している途上国の障がい者団

体が申請できる小規模資金援助である。ロシア語でのプロポーザルを受け付けるので、キル

ギスの障がい者団体が応募しやすく、いくつかの障がい者団体が資金援助を受けている

（4）ソロス財団

　小規模無償資金援助を障がい者個人や支援者に提供している。

（5）世界銀行

　NGO が申請できる小規模資金援助があり、障がい者団体が申請している。
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第７章　JOCV活動との連携について　

７－１　JOCVの活動について

　2006年４月28日、障がい者支援分野JOCVとの面談をもち、大まかな活動の聞き取りを行い、

５月６日「川モデル」を用いた C/P 分析のワークショップを実施した15。

　対象者の全体的な状況を川の断面とその構成物として描き表現し、相手の状況を分析すること

によって、対象者へ対応している自分を分析する。この分析ツールを用いるプレゼンテーション

によって、自分自身の問題整理と他の JOCVへ状況を伝え、経験を共有することができる。

　ワークショップでのプレゼンテーションと続くディスカッション、その後のアンケートの分析

を通して、以下のことがいえる。

・JOCV の配属先への適応が半年を待たず、進んでおり、C/P との意思疎通も比較的良くとれ

ている。

・配属先で、JOCV に強いストレスとなるような軋轢や摩擦がない。

・C/P が好意的であり、JOCV をよく受け入れている。

・配属先では JOCVの要望によくこたえて、対応してくれている。

　音楽教師の活動は大変早くから効果をあげ、配属２か月目から入所者によるコンサートを開催

するようになった。このような現状からJOCVはマンパワーとして働ける状況が比較的早く整い、

配属先の理解を得やすいので、派遣の継続によって技術移転ができる可能性が高いと考えられる。

　障がい者支援分野のJOCVの派遣施設は2004年時の企画調査により、JOCVが安心して、そし

て充実して働ける場所を施設の機能と状態、立地条件、そして管理者やスタッフなどから注意深

く選定した。それゆえ、キルギスのほかの分野のJOCVよりも良い状態で活動ができているとも

推察できる。

隊次 隊員名 職種／指導科目 派遣期間 任　地 活動先

16/3 田中　文　 作業療法士 05.06.03-07.06.02 ビシュケク市
ビシュケク市リハビリ
テーション・センター

17/2 村田　玲奈 鍼灸マッサージ師 05.12.01-07.11.30 ビシュケク市
国立医学アカデミー付属
医学訓練校

17/2 小泉　安代 作業療法士 05.12.01-07.11.30
チュイ州 ジャイル女性精神障がい
カラバルタ市 者ナーシング・ホーム

17/2 浜田　孝子 音楽教員 05.12.01-07.11.30
チュイ州 ジャイル女性精神障がい
カラバルタ市 者ナーシング・ホーム

17/2 小野寺玲子 理学療法士 05.12.01-07.11.30
チュイ州 マクサット障害児リハビ
ダチヌイ村 リテーション・センター

17/3 島谷　好子 養護教員 06.03.29-08.03.28
チュイ州 マクサット障害児リハビ
ダチヌイ村 リテーション・センター

表－２　ワークショップに参加した JOCV

15 付属資料15．参照



－ 33 －

７－２　今後の JOCVのキルギス障がい者支援分野への派遣について

（1）施設への派遣

　ビシュケク市内とその近郊の派遣している施設からの継続要請があり、JOCVも後任が必

要と判断すれば派遣を継続していくことは技術協力の積み重ねができるので、良い効果が期

待できる。また、子供病院でのリハビリテーション施設の建設も進められており、そこから

の派遣要請があれば、作業療法士、理学療法士 JOCVの派遣は障がい者へのより良いサービ

スの提供に貢献すると考える。

　地方への展開はオシュに作業療法士と養護教員の派遣に適した障がい者、高齢者、スト

リート・チルドレンなどが保護されているナーシング・ホームがある。しかし、安全管理上

派遣が難しいとされている。また、ビシュケク近郊の重症心身障がい児のためのナーシン・

グホーム、北部イシクル州のアクスの女性精神障がい者のためのナーシング・ホーム、など

が今後の派遣の検討ができる施設と考える。

　派遣が適当と考える施設

・オシュ州オシュ市にある高齢者と子どものためのナーシング・ホーム

・イシクル州、アクスにある女性精神障がい者のためのナーシング・ホーム

・ビシュケク市国立小児・小児外科病院（リハビリテーション科）　

・チュイ州ベラヴォツカ重症心身障がい児のためのナーシング・ホーム

（2）CBR（Community Based Rehabilitation）としての地域の活動への JOCV の派遣

　地域での草の根レベルでの障がい者支援はビシュケク市内、地方でも地道に行われてい

る。ソーシャル・ワーカーによる障がい者や高齢者宅への訪問介護、地域の食堂との契約に

よる無料昼食の提供、NGOによる無料の昼食を提供するキャンティーンの運営などが行われ

ている。

　イシクル州では、地域で活動する障がい者 NGO が障がい者が使える入浴施設を造り、行

政と地域のボランティアとの連携で障がい者を入浴施設まで連れてきて、入浴させる活動も

行われている。そこへのソーシャル・ワーカーや介護福祉士の派遣が将来検討できると考え

る。

（3）障がい当事者の JOCV としての派遣

　現在、ビシュケク人文大学の学生寮の１階の部分を使い、ソーシャル・ワーカー協会とビ

シュケク人文大学心理社会学部の支援によって、障がい当事者がリソースセンターとしての

活動を始めている。この活動への日本の障がい当事者JOCVによる支援も期待できるかもし

れない。

（4）ビシュケクにおける隊員宿泊所の必要性

　地方隊員がビシュケクに出てきて、情報と経験交流をする場として隊員宿泊所が必要とさ

れている。地方隊員がビシュケクに出てきて息抜きをすることは大切であり、その後地方に

戻って活動する英気を養うことができると考える。
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７－３　技術協力プロジェクト「障がい当事者のエンパワメントと障がい者団体のキャパシティ・

　ディベロップメント」との連携

　プロジェクトの開始後、プロジェクトの活動内容が明確になり、そこでどの職種のJOCVが必

要とされているかが明らかになったところで、必要職種のJOCV要請を上げ、彼らの活動がマッ

チしたならプロジェクトの成果の継続の役割を JOCVが担うことも可能かもしれない。

　技術協力プロジェクトが開始され、障がい者のリソースセンターが開所されるのであれば、そ

こへの障がい当事者の派遣は大変有効であると考える。
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第８章　日本センター、国立 ITセンターとの連携について

８－１　浜野日本センター所長との面談（2006 年４月 27日）

（1）現在実施している聴覚障がい者 PC コースについて

　現在、日本センターでは 20 名の聴覚障がい者への PCコースを実施し、ワード、エクセル

を教えている。将来は優秀者に奨学金を出してITセンターの一般コースで勉強させて、聴覚

障がい者のコースの講師として養成したい。

　日本センターのコースでの優秀者は IT センターの一般コースから次のコースに進んで、

ウェブ・ページ作成技術を学べば、収入を得ることや、就労の可能性も出てくると考える。

　コース参加者のほとんどは自宅にコンピューターをもっていない。コンピューターを買う

ために、ビシュケク市内を走るミニバスのルートマップを作り、販売してはどうかと提案し

ている。紙と印刷は日本センターが提供できる。

（2）他の障がい者グループに広げていく可能性

　現在、視覚聴覚障がい者協会から推薦された聴覚障がい者を対象としている。視覚障がい

者も受け入れたいと考えているが、今年度予算では視覚障がい者用のコンピューターソフト

の購入が不可であり、来年度、計画が実施できるように検討中である。

　日本センターの建物にエレベーターを設置するなどのバリアフリー化は、キルギス民族大

学側との関係でいろいろ課題が多く容易には着手できないので、身体障がい者に関して国立

IT センターでの継続を期待している。

８－２　国立 IT センター織田専門家との面談（2006 年５月２日）16

（1）現在、一般向け初心者コース（１週間）の定員に身体障がい者（松葉杖で移動可能なレ

ベルの人）を２回のコースに受け入れた。４月 24 日のコースには４名、５月 10日のコース

には３名を無料で受け入れ、４月24日のコースの４名は試験に２名が合格、２名が不合格と

なり、５月 10 日のコースでは２名が授業についてこられなかった。

（2）コースの問題点として

　障がい者の教育が不十分でロシア語が理解できない参加者がいて、講義とテキストの内容

を理解していなかったことが判明した。キルギス語へのテキストの翻訳、キルギス語による

講義を検討したい。

　コースに車椅子の参加者を受け入れるために、玄関にスロープの設置、入り口の段差の解

消、車椅子で使用可能なトイレの設置を行い、ITセンターで恒常的に障がい者を受け入れる

ことを計画している。

８－３　今後の両センターの連携の方向性として

　聴覚視覚障がい者のベーシックなコンピューター・スキルについては日本センターで、身体障

がい者のすべてのコースと聴覚視覚障がい者のアドバンス・コースについては国立ITセンターと

16 付属資料16．参照
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いう役割分担で行っていくとの浜野、織田両氏からの計画であった。このような形で障がい者が

機会を得ることは障がい者のエンパワメントとメインストリームが進んでいくことであり、キル

ギス社会が“Right Based Barrier Free Society for ALL”に一歩近づくことになり、大変喜ばし

い。

　織田専門家の障がい者向けITコース総合案では、教育と就労支援の２つのコンポーネントを実

施することは障がい者がコンピューターを学ぶ機会を増やし、就労のチャンスを増やすことであ

り大変望ましいことである。

　「障がい当事者のエンパワメントと障がい者団体のキャパシティ・ディベロップメント」が開

始され、障がい者のリソースセンターが開所され、そこでコンピューターコースを実施するとき

に、国立ITセンターの卒業生を講師として迎えるという選択肢が可能であり、リソースセンター

の活動を担う障がい当事者が国立ITセンターでトレーニングを受けるという選択肢も可能になる

と考える。
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第９章　案件形成　

９－１　案件名

　障がい者団体のキャパシティ・ディベロップメント

９－２　上位目標　　

　障がい当事者団体のキャパシティ・ディベロップメントを図りキルギスにおける障がい当事者

の社会への完全参加と平等の実現に貢献する。

９－３　案件の目標

（1）キルギスにおいて「全国障がい者連盟」に将来発展していく障がい当事者 NGO を中心と

した「全国障がい者 NGO 連絡会」が組織され、「全国障がい者 NGO 連絡会」を組織する過

程で、障がい当事者がエンパワメントされ、障がい者の共通した課題へ一致して対処する

キャパシティが開発される。

（2）「全国障がい者 NGO 連絡会」が設立される過程を労働社会保障省、地方政府などが支援

し、その過程で障がい者自立支援に関連する行政機能が向上する。

（3）障がい者リソースセンターの活動をパイロットケースとして、地方でも障がい当事者のエ

ンパワメントの場としてのリソースセンターの活動を地方政府が支援するようになる。

（4）APCD と中央アジア各国（カザフスタン、ウズベキスタン、タジキスタンなど）との連携

を進め、中央アジアでの APCD の活動の中心となる。

９－４　成　果　

（1）障がい当事者がエンパワメントされ、それぞれの障がい者団体の機能が向上する。

1） 障がい当事者のリーダーが育成される。

2）「障がい者団体 NGO 連絡会」が障がい者のニーズをまとめて実現可能な要望に優先順

位をつけて、政府に提示できるようになる。

（2）労働社会保障省の障がい者自立支援にかかわる機能が強化される。

（3）「全国障がい者NGO連絡会」が地方に広く展開し、ビシュケクのリソースセンターの活動

をモデルとして地方政府とその地域の障がい者団体が連携をもった活動が展開される。

（4）APCD と中央アジア各国（ウズベキスタン、カザフスタン、タジキスタンなど）の障がい

者団体、各国政府障がい者担当機関との交流が進み連携が構築される。
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９－５　活　動

（1）障がい当事者のエンパワメントと障がい当事者団体のキャパシティ・ディベロップメント

を図る。

1）「全国障がい者 NGO 連絡会」の組織化のために以下の支援を行う。

a） ビシュケク及び近郊の障がい当事者団体の代表者が集まり定例会を開催する。

b） 全国の障がい当事者団体の代表が集まり、「全国障がい者 NGO 会議」を開催し、全

国組織のあり方について話し合う。

c） ビシュケクで定例会に参加している障がい当事者が地方を訪れ、地方の障がい者と対

話し、地方のニーズを把握し、全国組織の発展のための地方と中央、地方と地方間の

ネットワークを拡大する。

d） 組織化、団体運営で必要不可欠な障がい当事者のリーダーを養成するために、数名の

短期専門家（障がい当事者又は非障がい者で障がい者組織の運営の経験がある人）を招

いて、ビシュケクと地方のいくつかの都市でワークショップや研修を開催する。

2） 既存施設を用いて、障がい当事者同士の交流の場であり、かつ情報へのアクセス拠点で

もある「障がい者リソースセンター」の開設を支援する。

a） 全国障がい者 NGO 連盟又は連絡会の活動の拠点として、定例会を開催し、そのほか

障がい者間及び障がい者と非障害者との交流と連携を図るべく様々な小規模イベントを

行う場所として活用する。

b） 障がい者 NGO と政府関係者、外国援助団体などとの懇談会を開催する。

c）Capacity Building、Independent Living（自立生活）、Barrier Freeの研修やワークショッ

プを日本、タイ、パキスタン、フィンランドなどから短期専門家を招き開催する。

d） 障がい者施設の障がい者とイベントの開催などを通じて交流する。

－取っ掛かりとしてJOCVが活動する障がい者施設利用者のコンサートや彼らの作った

作品の展示会をイベントに取り入れる。

e） インターネットができるコンピューター室を開設し、また、初級者を対象としたコン

ピューター・コースを設けるなど、障がい者が情報にアクセスできる体制を整える。

f） リソースセンターで開催するコンピューター・コースの講師として日本センターや国

立 IT センターでスキルを学んだ障がい者を講師として迎える。

g） 他国の情報を得、他国の障がい当事者と交流できるようになることを目的とした障が

い者対象の「英語コース」を開講する。

h） 障がい者関連の情報を広く提供するため、キルギス内の障がい当事者を対象とした広

報誌を作成する。

（2）労働社会保障省とその他障がい者支援関連省庁の能力開発を図る。

1） 障がい者支援に関係する省庁（保健省、教育科学青年政策省など）との連携を強化す

る。

2） SIDA が開催するソーシャル･ワーカーのセミナーに派遣する。
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3） 日本での青年招へいプログラム（ソーシャル･ワーカー）へ派遣する

4） 地方政府における障がい者自立支援について助言・指導する。

（3）「全国障がい者 NGO 連絡会」の地方展開を推進する。

1） ビシュケクで開催する短期専門家によるワークショップや研修を地方（例：カラコル、

ジャララバード）でも開催する。

2）短期専門家による研修を受けた障がい者が地方でワークショップや研修を開催し地方に

おける障がい者 NGOの組織化を支援し、「全国障がい者NGO 連絡会」のネットワークを

広げる。

（4）APCD と中央アジア各国（ウズベキスタン、カザフスタン、タジキスタンなど）の障がい

者団体と政府関係機関との連携を構築する。

1） 上記の国々を訪問し、交流を図る。

2） 上記の国々の障がい者団体のリーダーや政府関係者を招き、Central Asia Sub-Regional

Forum を開催する。

3） APCD を訪問し、APCD の活動を学ぶ。

4） APCD の研修に障がい当事者が参加する。

９－６　投　入

９－６－１　日本側投入

（1）長期派遣専門家　１名　24 人月× 200 万円＝ 4,800 万円　　　　　　　　　

（2）短期派遣専門家　３名　（障がい者への研修、ワークショップの講師として２週間程度の

派遣）　３名× 0.5 月×４回（年２回×２年）× 200 万円＝ 1,200 万円　　

（3）携行機材　（リソースセンター用）

　コンピューターとその周辺機器、コピー機、ファックス、普通車椅子、リクライニング

車椅子、電動車椅子、視覚障がい者用音声読み上げソフト、点字変換用ソフト、点字用プ

リンター、スロープ、トイレの改造など　300 万円

　重度障がい者がリソースセンターの活動に参加するためと、地方での研修やワーク

ショップの開催のための車両　（中古ワゴン車）　１台　300 万円

（4）日本、APCD での研修　（障がい当事者と政府関係者を対象としたもの。集団若しくは

個別研修）　300 万円
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（5）中央アジアの障がい者との交流　300 万円

・タジキスタン、ウズベキスタン、カザフスタンなどを専門家とキルギス障がい当事者団

体、政府の障がい担当官が訪れ、交流と意見交換を行う。

・Central Asia Sub-Regional PWD NGO Forum の開催－２回

９－６－２　相手国側投入

（1）C/P（少なくとも１名）の配置

（2）「障がい者リソースセンター」を開設する旧職業訓練校などの建物（１階部分）の提供

（3）センターの維持管理費（光熱費、通信費、事務経費など）

（4）長期専門家用執務室



付　属　資　料

　１．Government of Kyrgyz Republic DECREE 9 August 2004 No.583

　２．３．State Baseline Program of Integration and Rehabilitation of Disabled People for 2004-2007

　４．Complex of Governmental Measures for Supporting Disabled People through years 2006-2010

　５．Law of the Kyrgyz Republic“About Guarantees for the People with Limited Health Abilities”Draft

　６．障がい関連団体関係図　2006年６月

　７．Results of the Workshop 12 May 2006

　８．Analysis of the Workshop 12 May 2006

　９．Present Conditions of PWD NGOs

　10．Future Conditions of PWD NGOs

　11．PWD Project Direction

　12．PWD NGO Workshop Results of 22 May 2006

　13．Analysis of the Workshop 22 May 2006

　14．Strategy for PWD Project

　15．「川モデル」ワークショップ資料

　16．障がい者向け ITコース検討ペーパー　060503

　17．PWD Information Directory May 2006
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